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○広島市重度精神障害者通院医療費補助条例 

令和３年３月29日 

条例第22号 

（目的） 

第１条 この条例は、重度精神障害者に対し、通院について医療費の一部を補助することに

より、重度精神障害者が地域において自立した生活を継続して営むことができるような環

境の整備及び重度精神障害者の保健の向上に寄与するとともに、その福祉の増進を図るこ

とを目的とする。 

（用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

(1) 重度精神障害者 次のいずれにも該当する者をいう。 

ア 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）第45条第２項

の規定により精神障害者保健福祉手帳（精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施

行令（昭和25年政令第155号）第６条第３項に規定する障害等級が１級である者とし

て記載されているものに限る。）の交付を受けた者 

イ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第

123号。以下「法」という。）第52条第１項に規定する支給認定（障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令（平成18年政令第10号）第１条

の２第３号に規定する精神通院医療に係るものに限る。）に係る法第２条第１項第１

号に規定する障害者等 

(2) 医療保険各法 次に掲げる法律をいう。 

ア 健康保険法（大正11年法律第70号） 

イ 船員保険法（昭和14年法律第73号） 

ウ 国民健康保険法（昭和33年法律第192号） 

エ 国家公務員共済組合法（昭和33年法律第128号） 

オ 地方公務員等共済組合法（昭和37年法律第152号） 

カ 私立学校教職員共済法（昭和28年法律第245号） 

キ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号） 

(3) 医療費 医療保険各法の規定による療養の給付又は保険外併用療養費、療養費、訪

問看護療養費、家族療養費若しくは家族訪問看護療養費の支給（以下「療養の給付等」
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という。）の対象になる医療費（精神障害の医療に要した費用にあっては、法第58条

第１項に規定する指定自立支援医療に要した費用に限る。）をいう。ただし、入院に係

る医療に要した費用を除く。 

(4) 扶養義務者 重度精神障害者の親権を行う者、後見人その他の者で重度精神障害者

を現に監護する者をいう。 

（対象者） 

第３条 この条例による医療費の補助を受けることができる者（以下「対象者」という。）

は、重度精神障害者であって、かつ、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(1) 本市の区域内に住所を有する者（社会福祉法（昭和26年法律第45号）第２条第２項

各号に掲げる施設、介護保険法（平成９年法律第123号）第８条第21項に規定する介護

専用型特定施設のうちその入居定員が30人以上であるもの若しくは同条第25項に規定

する介護保険施設、独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法（平成14

年法律第167号）第11条第１号の規定により独立行政法人国立重度知的障害者総合施設

のぞみの園が設置する施設又は病院若しくは診療所で本市の区域外に存するものに入

所措置が採られ、若しくは入所し、入居し、又は入院したことにより他の市町村（特別

区を含む。）の区域内に住所を有するに至った者で当該措置が採られ、若しくは入所し、

入居し、又は入院した時以前に本市の区域内に住所を有していたと認められるもののう

ち、市長が定める者（児童福祉法（昭和22年法律第164号）及び法の規定による医療の

給付等を受けることができない者に限る。）並びに学校教育法（昭和22年法律第26号）

第80条に規定する学校に就学している者、児童福祉法に規定する児童福祉施設に入所

している者で同法及び法の規定による医療の給付等を受けることができないもの並び

に法第５条第11項に規定する障害者支援施設（市長が定めるものを除く。）又は独立

行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法第11条第１号の規定により独立行

政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園が設置する施設に入所している者のう

ち、これらの者の扶養義務者が本市の区域内に住所を有する者を含む。） 

(2) その者の前年の所得（規則の定めるところにより算出した所得をいい、１月から７

月までの間に受けた診療、薬剤の支給又は手当（以下「診療等」という。）に係る医療

費については、前々年の所得とする。以下同じ。）が、所得税法（昭和40年法律第33

号）に規定する同一生計配偶者及び扶養親族（以下「扶養親族等」という。）がない場

合にあっては169万5,000円、扶養親族等がある場合にあっては169万5,000円に当該扶

養親族等１人につき38万円（当該扶養親族等が同法に規定する同一生計配偶者（70歳
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以上の者に限る。以下同じ。）又は老人扶養親族であるときは、当該同一生計配偶者又

は老人扶養親族１人につき48万円とし、当該扶養親族等が16歳以上23歳未満の扶養親

族であるときは、当該扶養親族１人につき63万円とする。）を加算した額以下の者又

は震災、風水害、落雷、火災その他これらに類する災害を受ける等特別の事情があると

市長が認めた者 

２ 前項の規定にかかわらず、この条例による医療費の補助は、同項に規定する者（同項第

２号の特別の事情があると市長が認めた者を除く。以下同じ。）の配偶者（婚姻の届出は

していないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）の前年の所得又は同項に

規定する者の直系血族若しくは兄弟姉妹で主として同項に規定する者の生計を維持する

ものの前年の所得が、その者に扶養親族等がない場合にあっては628万7,000円、扶養親

族等がある場合にあっては当該扶養親族等の数に応じてそれぞれ次の表の右欄に定める

額以上のとき（同号の特別の事情があると市長が認めたときを除く。）は、同項に規定す

る者に対して行わない。 

扶養親族等の数 金額 

1人 6,536,000円 

2人以上 6,536,000円に扶養親族等のうち1人を除いた扶養親族等1人につき

213,000円を加算した額（所得税法に規定する老人扶養親族があるとき

は、その額に当該老人扶養親族1人につき（当該老人扶養親族のほかに

扶養親族等がないときは、当該老人扶養親族のうち1人を除いた老人扶

養親族1人につき）60,000円を加算した額） 

（令３条例44・一部改正） 

（補助の範囲） 

第４条 補助の額は、次の各号のいずれかに該当する場合における医療費の総額のうち、医

療保険各法及び他の法令の規定により対象者が負担すべき額に相当する額とする。 

(1) 対象者に係る疾病又は負傷につき療養の給付等を受けたとき。 

(2) 前号に掲げるもののほか、対象者に係る疾病につき他の法令の規定によって医療を

受けるための費用について公費負担を受けたとき。 

（資格者証等） 

第５条 市長は、対象者に対し、規則の定めるところにより、この条例による医療費の補助

を受ける資格を証する資格者証（以下「資格者証」という。）を交付する。 

２ 対象者は、医療機関等（病院、診療所、薬局その他の診療等を行うものをいう。以下同
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じ。）において、診療等を受ける際、当該医療機関等に資格者証を提示するものとする。 

（医療費の支払等） 

第６条 第４条の規定による医療費の補助は、規則の定めるところにより行うものとする。 

（補助の制限等） 

第７条 市長は、対象者が疾病又は負傷に関し損害賠償その他の給付を受けた場合において、

これらの給付のうちにこの条例による医療費の補助に相当する給付があると認められる

ときは、その価額の限度において、第４条の規定による補助の額の全部若しくは一部を支

払わず、又は既に支払った補助の額に相当する金額を返還させることができる。 

２ 市長は、偽りその他不正の行為によって医療費の補助を受けた者があるときは、その者

から、既に支払った金額の全部又は一部を返還させることができる。 

（権利の譲渡等の禁止） 

第８条 医療費の補助を受ける権利は、譲渡し、又は担保に供してはならない。 

（委任規定） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

１ この条例は、令和３年11月１日から施行する。 

２ この条例による医療費の補助は、令和４年２月１日以後に行われる診療等に係るものに

ついて適用する。 

３ 広島市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成16年広島市条例

第55号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則（令和３年６月29日条例第44号 抄） 

１ この条例は、令和３年８月１日から施行する。 

 


